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○令和８年度一般会計補正予算（第２号）

総務管理費 1,956万3千円
庁舎維持管理費
本庁舎およびプラム・カルコアなどの来庁者用駐車場増設に伴う費用です。
（約70台分が増える予定）

企画費 626万5千円
地域コミュニティ推進費　250万円
宝くじ社会貢献広報事業によるコミュニティ備品整備の助成で、北谷区自治会が
採択を受けたため、計上する費用です。

生活保護費 1億2,226万6千円
生活保護費　1億1,229万2千円
平成25年に行われた生活扶助基準額の減額措置について、最高裁にて違法性が認め
られたことに伴う追加給付を全国的な措置として行うための費用です。

社会教育費 682万円 文化財施設管理運営費
文化ふれあい館内、遺物の整理作業を行う部屋の空調設備の更新に伴う費用です。

保健体育費 2,386万5千円

スポーツ施設管理運営費（委託料）　2,089万5千円
人件費増と物価高騰に伴い、総額の範囲内において、本年度分の増額を行うものです。
スポーツ施設管理運営費（工事請負費）　297万円
スケートボードパークの改良工事の対応により、今後、緊急の営繕工事が必要となっ
た際に係る費用を補填するものです。

清掃費 1,804万8千円 ごみ処理費　1,788万6千円（指定ごみ袋）
環境美化推進費　16万2千円（環境美化推進袋）

ゴミ袋製造単価の上昇に対応するための費用です。

費　目 主　な　事　業　と　予　算　額補正予算額

◆歳入・歳出それぞれ1億9,866万8千円を追加し、
総額は340億1,972万8千円になりました。

○第２回定例会（令和８年６月２日～６月23日）　会期22日間

○専決処分
◆太宰府市税条例の一部を改正する条例
国の地方税法改正に合わせて、軽自動車税の環境性能割を令和７年度末で廃止し、
あわせて一定のバリアフリー改修を行った建物の固定資産税を軽減する新たな特例
を設けるものです。《議案第35号》

◆太宰府市都市計画税条例の一部を改正する条例
国の地方税法改正に合わせて、建物のバリアフリー化などで固定資産税を軽減する
場合、都市計画税も同じように軽減できるよう新たな特例を設けるものです。
《議案第36号》

◆太宰府市国民健康保険税条例の一部を改正する条例
国の地方税法改正に合わせて、課税限度額に達している高所得の人は負担が増えて、
軽減対象となる低所得の人の適用範囲を広げるものです。
《議案第37号》

原案可決

○令和８年度介護保険事業特別会計補正予算（第１号）

総務管理費

保険事業勘定

192万5千円 介護保険システム改修委託料
介護報酬臨時改定に伴う、帳票の変更やシステム設定の変更を行うための費用です。

費　目 主　な　事　業　と　予　算　額補正予算額

◆保険事業勘定は歳入・歳出それぞれ 192万5千円を追加し、
総額は69億3,775万8千円になりました。 原案可決

○請願
◆西鉄都府楼前駅周辺の生活利便性向上と都市拠点形成に関する請願書
西鉄都府楼前駅周辺の活性化とともに、立地適正化計画に示される７つの拠点候補
地を核とした多極型都市構造を、改訂版都市計画マスタープランに明確に位置付け
ることを求めるものです。《請願第１号》

○条例
◆太宰府市立小学校及び中学校施設使用料条例の一部を改正する条例について
令和７年度に太宰府東中学校及び太宰府西中学校の柔剣道場に空調が整備されたこ
とに伴い、空調設備の使用料を設定します。《議案第38号》

◆太宰府市火入れに関する条例の一部を改正する条例について
筑紫野太宰府消防組合の新たな「林野火災注意報・警報」の運用開始に伴い、危険
時には火入れを禁止できるようにするための改正です。《議案第40号》

◆太宰府市税条例の一部を改正する条例について
国の地方税制改正に合わせ、高額所得者のふるさと納税控除の上限を設定、公的年
金受給者の親族等の申告範囲を拡大、固定資産税の非課税の範囲が広がるなど、市
民の税負担の公平性と適正な課税を図るための改正です。《議案第39号》

原案可決

原案可決

原案可決

○人事
◆太宰府市副市長の選任につき同意を求めることについて 同  意

承  認

承  認

承  認

採  択

○意見書
◆市民生活及び地域経済の安定化に向けた対策強化を求める意見書
中東情勢の緊迫化により、市民生活や地域経済への影響が懸念されることから、
影響を最小限に抑えるための対策を政府に求める意見書を提出するものです。
《意見書第１号》

原案可決

定例会リポート定例会リポート6 月

副市長に本市元総務部長の石田宏二氏を選任するため、議会の同意を求めるものです。
《議案第43号》

いし   だ    ひろ   じ

専決処分は、緊急時に市長が先に決定し、後から議会が承認する仕組みです。 
今回は、国の税制改正に合わせて市税条例を早急に改正する必要があったため、
市長が専決処分を行い、６月議会で承認しました。

専決処分 とは

※主な予算のみ掲載しています。
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